
事業事前評価表（開発調査）

作成日：平成18年7月18日
担当グループ：地球環境部第3グループ防災チーム

1．案件名

スリランカ国「防災機能強化計画調査」

2．協力概要

（1）事業の目的

本開発調査では、洪水、地すべり、津波の自然災害を対象とする。

洪水に関しては南西部4河川において、早期警報・避難システム、コミュニティ防災を含む総合的な
洪水対策計画（マスタープラン）の改訂と、マスタープランにおいて提案した洪水対策のうち、優先
的な非構造物対策プロジェクトのアクションプラン策定、ケラニ川、カル川における早期警報・避難
システム構築、パイロットコミュニティにおけるコミュニティ防災事業の実施、また、地すべり、津
波に関しては、パイロットコミュニティにおいて、コミュニティ防災事業を実施する。

これらの活動を通じて関係機関及びパイロットコミュニティ住民の能力強化を行い、災害被害を軽減
することを目的とする。

（2）調査期間

2006年10月～2009年3月（30ヶ月）

（3）総調査費用

約3.2億円

（4）協力相手先機関

（a）協力相手国実施機関名：

防災人権省防災センター（DMC：Disaster Management Center）、農業灌漑省灌漑局

防災人権省気象局、建築研究所（NBRO：National Building Research Organization）

（b）協力相手国実施機関の責任者の役職名：

防災人権省防災センターセンター長

（5）計画の対象（対象分野、対象規模等）

（a）調査対象：

南西部を中心としたスリランカ国における自然災害及びその対策

（b）技術移転の対象：

防災人権省防災センター、防災人権省気象局、農業灌漑省灌漑局、建築研究所、自治体やNGO等、パ
イロットコミュニティの住民

（c）裨益対象

直接裨益対象：

防災人権省防災センター、防災人権省気象局、農業灌漑省灌漑局、建築研究所職員



パイロットコミュニティの住民

間接裨益対象：

自治体、警察など、防災行政にかかわる職員

スリランカ国の自然災害発生地域の住民

3．協力の必要性・位置付け

（1）現状及び問題点

2004年12月26日に発生したインド洋大津波により、スリランカ国（以下、「ス」国）は未曾有の被
害を受けた。これを契機として、「ス」国政府は防災能力向上の方針を打ち出し、大統領を長とし、
関係大臣から構成される国家災害対策評議会（National Council for Disaster Management）を設置
した。また、同評議会の方針に基づき、防災計画の立案、関係機関間の調整、緊急事態応等を一元的
に行う防災センター（Disaster Management Centre：DMC）を設立して、防災行政の強化に努めて
いる。しかしながら、以下のような問題点がみられる。

1）洪水対策が不十分である。：

これまでに「ス」国においてもっとも頻繁に発生している災害は、大雨が原因の洪水や地すべりであ
る。最近では、2003年にラトナプトラ県を中心に南西部全域を襲った洪水・地すべりの災害がもっ
とも大きく、他のカルタラ県、ゴール県、マータラ県の3県を合わせて、死者235人、被災世帯総数
が約14万世帯という被害をもたらしている。「ス」国政府は、特に被害の大きい南西部4河川（ケラ
ニ川、カル川、ニルワラ川、ギン川）について1960年代に海外からの援助を得て洪水対策のマス
タープランを作成済みであるが、作成されてから時間が経過しており、土地利用状況等が変化してい
るため改訂が必要となっている。

2）非構造物対策が不十分である。：

構造物のみによって災害を軽減することは、財政的・技術的に限界があり、コミュニティ防災、早期
警報・避難計画などの非構造物対策を活用する必要があるが、これらの取り組みが十分になされてい
ない。

3）DMC及び関係機関の能力が不十分である。：

「ス」国においては、農業灌漑省灌漑局が河川管理を、防災人権省気象局が気象情報の提供
を、NBROが土地利用管理を行っていたが、これらの機関は災害に特化した機関ではないこともあ
り、防災に関する技術、能力が十分ではなく、またそれぞれの機関の連携がなされていなかった。こ
のような状況のもと、2005年5月にこれらの関係機関間の連携・調整を行うためDMCが設立された。
しかし、DMCについても、設立後間もないため、職員の能力、組織の体制ともに不十分であ
り、DMC、灌漑局、気象局、NBROの能力強化及び連携強化が課題となっている。

（2）相手国政府国家政策上の位置づけ

「ス」国では、2005年5月にSri Lanka Disaster Management Actが制定され、自然災害をはじめと
するすべての災害から国民の生命、財産、環境を守るため、日本の中央防災会議に相当する国家災害
対策評議会（National Council for Disaster Management）、防災行政の中核を担うDMC（設立当初
は大統領直轄、後に防災人権省の管轄下となった）が設立された。DMCはUNDPの支援を得て2006年
5月、講じられるべき災害対策をリスト化した”Towards a Safer Sri Lanka, Road Map for Disaster
Management”を発表するなど、災害対策にかかる取り組みを実施中である。

本調査は”Towards a Safer Sri Lanka, Road Map for Disaster Management”において言及された
対策を実施に向けてより具体化するものである。

（3）他国機関の関連事業との整合性



UNDPが（2）に記載した”Towards a Safer Sri Lanka, Road Map for Disaster Management”の作
成のほか、District（日本の県に相当）やDivision（日本の郡、市に相当）における防災委員会の設
立、防災計画の策定等の支援を行っている。組織や制度の枠組作りが中心のUNDPの支援に対し、本
調査ではUNDPの支援によって作られた枠組を必要に応じて利用しながら、具体的な個別災害対策事
業に取り組む。調査の実施にあたっては、UNDPと連携、調整を行い、UNDPの協力の成果を活用する
よう留意する。

（4）我が国援助政策との関連、JICA国別事業実施計画上の位置づけ

2004年4月に作成された外務省の国別援助計画においては、防災分野への協力について特段記載がな
いが、わが国は2005年1月、神戸で開催された国連防災世界会議において、防災協力イニシアティブ
を発表し、開発途上国における自然災害による被害を軽減するために、防災分野における協力を積極
的に行うことを示している。スリランカに関しても、2004年12月の津波発生以降、災害対策が重点
課題のひとつとして認識されており、現在改訂中の国別事業実施計画にも記載される予定である。

4．協力の枠組み

（1）調査項目

コンポーネント1：洪水対策マスタープランの改訂

1）関連情報の収集（水文、気象、地質・地形、土地利用、治水施設、組織制度等）

2）災害及び災害に対する脆弱性の調査分析

3）現在実施されている防災施策の評価

4）洪水リスク評価

5）効果的な洪水対策（構造物対策及び非構造物対策）の検討

6）既存マスタープラン（構造物対策及び非構造物対策）の改訂

7）マスタープランにおいて提示した構造物対策、非構造物対策のうち、構造物対策について、優先
プロジェクトを選定

8）優先プロジェクト（構造物対策）のアクションプランの作成（積算、評価、事業実施計画）

9）環境評価

コンポーネント2：早期警報・避難システム構築支援（洪水）

1）関連情報の収集と分析

2）組織制度調査

3）早期警報・避難システムの概念設計（水文・気象観測、早期警報、避難）

4）ケラニ川流域（観測データの伝達システム有）におけるパイロットプロジェクトの計画（水文・
気象観測、地質・地形調査、コミュニティ調査、警報基準設定、システム設計、避難計画策定、パイ
ロットプロジェクトの実施計画策定）

5）ケラニ川流域におけるパイロットプロジェクトの実施（早期警報・避難システムの構築、防災訓
練を含む防災事業の実施支援、システムの見直し）

6）カル川、ニルワラ川及びギン川（観測データの伝達システムなし）における観測データの伝達シ
ステム構築にかかる提言

7）カル川流域におけるパイロットプロジェクトの計画（水文・気象観測、地質・地形調査、コミュ
ニティ調査、警報基準設定、システム設計、避難計画策定、パイロットプロジェクトの実施計画策
定）

8）カル川流域におけるパイロットプロジェクトの実施（早期警報・避難システムの構築、防災訓練



を含む防災事業の実施支援、システムの見直し）

9）他流域への適用に向けた提言

コンポーネント3：コミュニティ防災支援（洪水、地すべり、津波）

1）関連情報の収集と分析（コミュニティの構成・制度、コミュニティが有する資源及び資本、過去
の災害と災害に対する脆弱性、災害対応）

2）パイロットコミュニティの選定（津波、洪水、地すべりそれぞれの被災地域から選定）

3）パイロットコミュニティにおける防災活動計画の策定

4）3）において策定した防災活動計画にもとづいたコミュニティ防災活動の実施支援（防災意識向上
のためのワークショップの開催、ハザードマップの作成、小規模構造物の建設、防災教育の実施、避
難訓練の実施、経済社会活動支援）

5）4）におけるコミュニティ防災活動の実施にもとづいた、防災活動計画の見直し

6）他地域へのコミュニティ防災活動の拡充にむけたマニュアルの作成と関係機関への配布、活用促
進

コンポーネント4：関係機関の能力開発

1）コンポーネント1から3の実施を通じたカウンターパートの以下の能力を向上させる

DMC：
防災関連機関との連携・調整のための能力
早期警報・避難体制の構築とモニタリングのための能力
コミュニティ防災促進のための能力
灌漑局：
水文観測と関係機関との観測情報共有のための能力
早期警報発令に関する技術
河川管理技術
気象局：
気象観測と関係機関との観測情報共有のための能力
早期警報発令に関する技術
NBRO：
地すべりの状況把握と対策実施のための能力

2）能力向上にかかるニーズの把握とそれを踏まえたワークショップ、セミナーの実施

（2）アウトプット（成果）

洪水多発地域である南西部4河川（ケラニ川、カル川、ニルワラ川、ギン川）のそれぞれの洪水
対策マスタープランの改訂
マスタープランにおいて提案した構造物対策プロジェクトについて、災害発生の可能性や発生し
た場合の被害の規模、実施にあたっての妥当性から優先度を検討し、優先度が高いプロジェクト
のアクションプランを作成する
気象、水文にかかる観測、早期警報、避難システムの概念設計及びケラニ川及びカル川流域にお
けるパイロットプロジェクトの実施
パイロットコミュニティ（洪水、地すべり、津波）における自治体、DMC、灌漑局等が中心と
なったコミュニティ防災事業の実施と、コミュニティ防災にかかるマニュアルの作成
DMC、灌漑局、気象局、NBRO職員の能力が向上する

（3）インプット（投入）：以下の投入による調査の実施

（a）コンサルタント（分野／人数）

総括／防災行政



洪水対策計画
水文・水理
河川構造物
環境
積算／プロジェクトマネジメント
早期警報・避難計画
早期警報システム設計
気象観測
コミュニティ防災
砂防

各1名

（b）その他

C／P研修の実施（コミュニティ防災、早期警報・避難計画）
防災行政にかかわる職員を対象とした防災意識向上のためのセミナーの開催
調査に必要な機材（自動水位測定器、事務機器等）の購入

5．協力終了後に達成が期待される目標

（1）提案計画の活用目標

策定した洪水対策アクションプランの一部が実施される
調査で概念の設計を行った気象・水文観測・早期警報・避難システムが立ち上がる
パイロットプロジェクトとしてケラニ川及びカル川流域に構築した洪水早期警報・避難システム
が活用され、適切に維持管理が行われる
パイロットコミュニティにおいて継続的に防災活動計画に沿った防災活動が実施される
作成したコミュニティ防災マニュアルをDMC、地方自治体等が活用し、パイロットエリア外に
おいてもコミュニティ防災活動が実施される

（2）活用による達成目標

スリランカ国における災害被害の減少

6．外部要因

（1）協力相手国内の事情

（a）政策的要因：

開発政策の変更による提案事業の優先度の低下

（b）行政的要因：

行政改革による各行政機関の業務分掌の大幅な変更

行政機関間の調整の不備

（c）経済的要因：

「ス」国内外の経済状況の悪化

（d）社会的要因：

治安の悪化

（2）関連プロジェクトの遅れ



特に該当なし

7．貧困・ジェンダー・環境等への配慮（注）

一般的に貧困層や女性など社会的弱者が災害発生時においても被災する可能性が高いため、実施に当
たっては、ワークショップや避難訓練への参加促進、社会的弱者も利用できるハザードマップの作成
など、社会的弱者に配慮した活動を行う。

大規模な住民移転や補償を必要とする計画は現時点では想定はしていないが、アクションプラン策定
にあたっては環境社会配慮手続きを遵守する。

8．過去の類似案件からの教訓の活用（注）

防災行政に焦点をあてた開発調査は本件が初めてであり、これまでに類似案件はないが、タイ国にお
いて防災行政能力向上を含む技術協力プロジェクトを実施予定であり、調査実施にあたっては同プロ
ジェクトで得られた経験、知識、教訓等を活用する。

コミュニティを含む地方レベルの防災については、既存のコミュニティの特性をふまえたうえで、行
政、コミュニティそれぞれの役割を明確にし、両者が連携しながら防災事業に取り組めるような体制
を確立することを目指す。また、ハザードマップの作成に際しては、データを駆使した精緻なものよ
りも、住民が理解しやすい、実用的なレベルのものを作成することとする。また、早期警報・避難シ
ステムの策定についても、コミュニティが避難や防災活動に活かせるわかりやすい災害情報を高い確
度で届ける方策を検討する。

9．今後の評価計画

（1）事後評価に用いる指標

（a）活用の進捗度

調査により策定された洪水対策アクションプランの実施に向けた進捗状況
調査で概念の設計を行った気象・水文観測・早期警報・避難システムの立ち上げのための予算・
人員の確保等実施体制の整備状況
パイロットプロジェクトとして構築したケラニ川、カル川流域の早期警報・避難システムの活用
状況
作成したコミュニティ防災にかかるマニュアルの活用状況

（b）活用による達成目標の指標

スリランカ国における災害被災者数
スリランカ国における災害被害総額

（2）上記（a）および（b）を評価する方法および時期

（a）フォローアップ調査によるモニタリング

（b）調査終了後2年後以降に評価を実施する

（注）調査にあたっての配慮事項


